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　行財政集中改革プラン、緊急改革プランに基づき行財政改革を実行した場合の、普通会計における平成22
年度までの収支改善効果の見通しをお知らせします。
※この試算は、ある一定条件の仮定のもとに長期的な財政収支の試算を行ったものです。地方財政は国の政
策に大きく左右されるので、今後の政府の方針や制度改革等により、数値は変動します。

　したがって将来の健全な財政運営を確保するためには、行革プランを達成することはもちろんのこと、年
度ごとに計画の見直しをかけ、さらなる行財政改革に取り組むことが必要です。

８月31日㈮まで
自由な書式にご意見と①住所②氏名③電話番号④年齢を記入の上、下記のいずれか
の方法でお送りください。
gyokaku-suishin@city.kunisaki.lg.jp　
〒873-0502 国東市国東町田深280番地2　国東市役所　行革推進室
「行財政改革への意見」と必ず明記して、国東市役所、各総合支所、アストくにさ
き、みんなんかん、武蔵中央公民館、安岐総合支所湊出張所に設置している「市長
への意見箱」に投函してください。

（まとめ）行財政改革の実行による収支改善効果の見通し
●幼稚園、小・中学校の統合（平成20年４月旧安岐町内４幼稚園・小学校統合　平成21年４月旧国東町内４
中学校統合）【効果額 1,734万円】
●出張所（市内６ヵ所）統廃合の検討
●消防安岐・武蔵出張所統合の検討
●教育委員会組織機構の見直し

組織機構の見直し2

●下水浄化センター船団処理場維持管理業務委託方式の見直し【効果額 830万円】
●特別養護老人ホーム・養護老人ホームの公設民営化の検討
●武蔵町フラワーセンターの指定管理者制度導入、民営化の検討
●マリンピアむさしの指定管理者制度導入の検討

民間活力の導入3

●市税徴収率の向上【効果額 2,000万円】
●上下水道使用料徴収率の向上【効果額 1,450万円】
●上下水道使用料統一の検討
●市有財産の売却、有効活用
●市報、ホームページ等に広告枠の設置【効果額 40万円】
●九電・NTT設置電柱の道路・河川使用料の徴収の検討

歳入の確保に向けた取り組み4

●普通建設事業の見直し【効果額 １億8,018万円】
●水道事業の事業計画の見直し【効果額 555万円】
●入札制度の見直し
（電子入札システムの導入、公共工事における一般競争入札の導入、総合評価入札制度の検討）
●補助金等の見直し【効果額 １億2,246万円】
●電算システムの保守契約等の見直し【効果額 2,733万円】
●委託料の見直し
●イベントの整理統合【効果額 3,301万円】
●通信運搬費の節減【効果額 417万円】
●繰上償還による公債費（借金返済額）の抑制【効果額 4,823万円】
●第三セクターの見直し（国見、国東畜産公社等の見直し）

事務事業の見直しによる歳出削減に向けた取り組み5

【募 集 期 間】
【募 集 方 法】

①Eメール
②はがき、封書
③市長への意見箱

市民の皆様の声を計画に反映させていきたいと考えていますので、ご意見をお寄せください。

国東市緊急行財政改革プラン(案)への意見を募集します

（単位：千円）◆行財政改革前の財政収支の試算表

23,651,197

22,918,092

733,105

19,517,584

19,312,380

205,204

20,413,248

21,346,357

▲933,109

18,463,522

19,279,005

▲815,483

17,188,331

18,245,903

▲1,057,572

17,303,967

18,616,671

▲1,312,704

（決算額）

歳入合計（Ａ）

歳出合計（Ｂ）

歳入歳出差引（Ａ－Ｂ）

（決算見込額） （見込額） （見込額） （見込額） （見込額）
17年度区　分 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

（単位：千円）◆行財政改革後の財政収支の試算表

23,651,197

22,918,092

733,105

19,563,581

19,106,000

   457,581

20,431,571

20,778,755

▲347,184

18,486,321

18,631,696

▲145,375

17,217,684

17,435,914

▲218,230

17,336,608

17,762,369

▲425,761

（決算額）

歳入合計（Ａ）

歳出合計（Ｂ）

歳入歳出差引（Ａ－Ｂ）

252,377 585,925 670,108 839,342 886,943行革効果額

（決算見込額） （見込額） （見込額） （見込額） （見込額）

17年度区　分 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

3,709,796 3,491,091 2,557,982 1,742,499 684,927 ▲627,777年度末実質基金残高

17年度区　分 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

毎年の赤字分を基金（積立金）で穴埋めします毎年の赤字分を基金（積立金）で穴埋めします

3,709,796 3,491,091 3,143,907 2,998,532 2,780,302 2,354,541年度末実質基金残高

17年度区　分 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

毎年の赤字分を基金（積立金）で穴埋めします毎年の赤字分を基金（積立金）で穴埋めします

行革効果
約32億円
行革効果
約32億円

行財政改革の実行
基金（積立金）を使い果たしても
約６億２，７００万円の財源不足

行財政改革により約２３億５千万円の基金（積立金）が残ります。
しかし、単年度収支は赤字のままで、平成18年度から22年度の間に約11億3千万円
の基金を取り崩しており、厳しい財政状況に変わりはありません。


